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（百万円未満四捨五入）

１．平成 20 年３月期第３四半期の連結業績（平成 19 年 4 月 1日 ～ 平成 19 年 12 月 31 日） 

(1) 連結経営成績 （％表示は対前年同四半期増減率）

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 四半期（当期）純利益

20 年３月期第３四半期

19 年３月期第３四半期

百万円  ％  

3,808,017  7.0 

3,559,940  7.4 

百万円 ％ 

90,595   56.9 

57,758 △4.0 

百万円 ％ 

73,734   76.1 

41,880  117.0 

百万円 ％ 

△3,808 -

16,009  45.1 

19 年３月期 5,100,163  － 182,088 － 147,288 － 102,415  －

１ 株当たり四半期

（ 当期）純利益 

潜在株式調整後
１ 株当たり四半期
（ 当期）純利益 

円 銭 円 銭

20 年３月期第３四半期 △1.85 -

19 年３月期第３四半期 7.74 6.98 

19 年３月期 49.54 44.95 

(2) 連結財政状態 

総 資 産 純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産

20 年３月期第３四半期

19 年３月期第３四半期

百万円

4,041,454 

3,787,849 

百万円

1,114,135 

1,119,879 

％ 

23.1 

24.6 

円 銭

451.26 

451.40 

19 年３月期 3,943,724 1,160,719 24.6 469.02 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 
営業活動による

キャッシュ・フロー

投資活動による

キャッシュ・フロー

財務活動による

キャッシュ・フロー 
現金及び現金同等物
期 末 残 高

20 年３月期第３四半期

19 年３月期第３四半期

百万円

120,152 

104,291 

百万円

△216,681 

△171,955 

百万円 

215,505 

△114,758 

百万円

568,245 

243,411 

19 年３月期 408,765 △151,083 △234,953 448,705 

－1－
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２．平成 20 年３月期の連結業績予想（平成 19 年 4月 1日 	 ～ 平成 20 年 3月 31 日）       

（％表示は対前期増減率）      

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり

当期純利益

通 期
百万円 

5,350,000 

％ 

4.9 

百万円 ％ 

200,000 9.8 

百万円 ％ 

160,000 8.6 

百万円 ％ 

40,000 △60.9 

円 銭

19.33 

３．その他 

(1) 期中における重要な子会社の異動 ： 無 
 （連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） 

(2) 会計処理の方法における簡便な方法の採用の有無 ： 有 
(3) 最近連結会計年度からの会計処理の方法の変更の有無 ： 有 

注）詳細は、10 ページ｢最近連結会計年度からの会計処理の方法の変更｣を参照して下さい。

※この資料に記載した内容には、現時点の経営予測や仮説に基づく、将来の見通しに関する記述が含まれています。これら

の将来の見通しに関する記述において明示または黙示されていることは、既知または未知のリスクや不確実な要因により、

実際の結果・業績または事象と異なることがあります。実際の結果・業績または事象に影響を与えうるリスクや不確実な

要素には、以下のようなものが含まれます（但しここに記載したものはあくまで例であり、これらに限られるものではあ

りません）。 

・主要市場における景気動向（特に日本、北米、欧州、中国を含むアジア） 

・ハイテク市場における変動性（特に半導体、パソコンなど） 

・為替動向、金利変動 

・資本市場の動向 

・価格競争の激化 

・技術開発競争による市場ポジションの変化 

・部品調達環境の変化 

・提携、アライアンス、技術供与による競争関係の変化 

・不採算プロジェクト発生の可能性 

・会計方針の変更 

－２－




